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基
準
を
新
た
に
町
が
定
め
る

が
、
施
設
の
利
用
制
限
や
料
金

が
上
が
る
な
ど
町
民
に
不
利
益

に
な
る
変
更
は
あ
る
の
か
。

　

こ
れ
ま
で
と
変

わ
ら
な
い
。
保
育

料
も
現
状
維
持
で
考
え
て
い

る
。

（
要
旨
）
介
護
保
険
法
の
改
正

に
よ
り
運
営
基
準
な
ど
を
定
め

る
４
条
例
を
改
正
す
る
も
の
。

ま
た
、
新
年
度
か
ら
３
年
間
の

保
険
料
を
決
定
す
る
も
の
。

（
浅
野
富
男
議
員
）

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
す
る
場
合
に
、
こ
れ
ま
で
と

変
わ
る
と
こ
ろ
は
あ
る
の
か
。

　

４
月
か
ら
訪
問

介
護
と
通
所
介
護

が
廃
止
さ
れ
、
町
が
実
施
す
る

介
護
予
防
教
室
な
ど
を
利
用
し

て
も
ら
う
よ
う
に
な
る
。

幼
児
教
育

課
　
　
長

保
健
福
祉

課
　
　
長

条
例
そ
の
他

（
阿
部
泰
藏
議
員
）

　

小
坂
く
ら
し
館
（
旧

小
坂
小
学
校
）
を
利
用
す
る
場

合
、
小
坂
地
区
の
人
だ
け
が
使

用
料
を
免
除
さ
れ
る
と
聞
い
た

が
本
当
か
。　

施
設
を
地
区
の

交
流
施
設
や
憩
い

の
場
と
す
る
た
め
小
坂
地
区
を

明
記
し
た
も
の
。
ほ
か
の
施
設

と
同
じ
く
町
民
の
利
用
は
無
料

に
し
た
い
。

（
佐
藤
定
男
議
員
）

　

以
前
に
文
化
セ
ン

タ
ー
の
整
備
を
目
的
に
基
金

（
貯
金
）
に
５
０
０
０
万
円
を

積
み
立
て
た
。
今
回
の
基
金
も

公
共
施
設
の
整
備
が
目
的
だ

が
、
ど
こ
が
違
う
の
か
。

　

以
前
の
文
教
施
設
整

備
基
金
は
、
文
化
セ
ン

タ
ー
や
学
校
施
設
な
ど
の
整
備

を
目
的
と
し
、
今
回
は
、
そ
れ

以
外
の
中
央
集
会
所
や
駅
前
の

保
育
所
施
設
な
ど
の
整
備
を
目

的
と
す
る
も
の
。

（
要
旨
）
道
の
駅
運
営
体
制
と

商
工
観
光
部
門
を
強
化
す
る
た

め
、
ま
ち
づ
く
り
交
流
課
を
設

置
す
る
も
の
。

（
村
上
晴
夫
議
員
）

　

こ
の
課
は
、
道
の
駅

が
で
き
る
ま
で
の
暫
定
的
な
も

の
か
。　

設
置
期
間
は
道
の
駅

の
運
営
が
軌
道
に
乗
る

ま
で
を
考
え
て
い
る
。

（
村
上
晴
夫
議
員
）

　

廃
止
さ
れ
る
手
当
の

具
体
的
な
項
目
は
何
か
。

　

廃
止
す
る
手
当
は
次

の
と
お
り
。
ま
た
、
用

地
交
渉
手
当
を
３
０
０
円
に
減

額
、
著
し
く
危
険
な
業
務
に
は

危
険
現
場
手
当
を
新
設
し
た

い
。

（
要
旨
）
子
ど
も
・
子
育
て
支

援
法
の
制
定
、
児
童
福
祉
法
の

改
正
に
よ
り
町
が
保
育
所
や
幼

稚
園
、
放
課
後
子
ど
も
ク
ラ
ブ

な
ど
の
運
営
基
準
や
保
育
料
な

ど
を
定
め
る
５
条
例
を
改
正
す

る
も
の
。（

佐
藤
定
男
議
員
）

　

保
育
所
や
幼
稚
園
の

小
坂
く
ら
し
館
の

設
置
条
例

特
殊
勤
務
手
当
の

一
部
廃
止

保
育
所
条
例
な
ど

の
改
正

介
護
保
険
条
例

な
ど
の
改
正

公
共
施
設
整
備
基

金（
貯
金
）の
設
置

課
を
新
設
す
る

条
例
改
正

全
町
民
の
利
用
を

無
料
に
す
べ
き
で
は

廃
止
す
る
の
は

ど
の
手
当
か

町
民
の
利
用
制
限
や

保
育
料
の
値
上
げ
は

サ
ー
ビ
ス
利
用
に

変
更
は
あ
る
の
か

基
金（
貯
金
）の

目
的
が
同
じ
で
は

ま
ち
づ
く
り
交
流
課
の

設
置
は
い
つ
ま
で
か

企
画
情
報

課
　
　
長

問

問

問

問

問問 総
務
課
長

総
務
課
長

総
務
課
長

廃止される手当 業務内容
山林現場手当 悪条件での山林現場業務
土木現場業務手当 道路の維持補修や地下作業
災害現場業務 災害発生時の応急作業など
国土調査現場手当 国土調査の現場業務
衛生業務従事者の
一部
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（
東
海
林
一
樹
議
員
）

　

地
方
創
生
推
進
費
で

５
３
９
５
万
円
の
具
体
的
な
内

容
は
。

　

総
合
戦
略
策
定

１
０
０
０
万
円
と

道
の
駅
デ
ザ
イ
ン
や
６
次
化
に

１
９
８
５
万
円
、
消
費
喚
起
・

生
活
支
援
と
し
て
１
万
３
０
０

０
円
分
の
商
品
券
を
１
万
円
で

販
売
す
る
プ
レ
ミ
ア
ム
つ
き
商

品
券
の
発
行
に
２
４
１
０
万

円
。

（
村
上
晴
夫
議
員
）

　

町
営
住
宅
使
用
料
の

未
収
分
４
６
３
万
円
を
減
額
し

た
が
回
収
は
回
収
は
し
な
い
の

か
。
ま
た
、
今
後
も
債
権
放
棄

は
増
え
る
の
か
。

　

現
時
点
で
の
未
収
分

を
減
額
す
る
も
の
で
、

新
年
度
で
も
引
き
続
き
回
収
を

進
め
る
。

　

債
権
放
棄
は
死
亡
者
分
で
あ

り
、
現
在
の
入
居
者
に
は
調
停

や
督
促
、
住
宅
の
明
け
渡
し
な

ど
の
方
法
で
回
収
を
進
め
る
。

（
渡
辺
勝
弘
議
員
）

　

人
口
が
減
少
し
て
い

る
の
に
町
民
税
が
３
３
９
０
万

円
増
、
町
た
ば
こ
税
が
４
０
０

万
円
増
と
な
っ
た
理
由
は
。

　

町
民
税
は
、
震
災
に

よ
る
復
旧
工
事
や
除
染

で
個
人
の
所
得
が
増
え
た
分
、

町
た
ば
こ
税
は
、
平
成
25
年
４

月
に
税
率
が
上
が
っ
た
分
と
考

え
る
。（

浅
野
富
男
議
員
）

　

木
造
住
宅
耐
震
改
修

支
援
事
業
８
４
０
万
円
の
減
額

理
由
は
。

　

申
し
込
み
が
当
初
見

込
み
よ
り
少
な
か
っ
た

た
め
。
新
年
度
で
も
引
き
続
き

耐
震
診
断
支
援
、
木
造
改
修
支

援
を
進
め
る
。

（
村
上
晴
夫
議
員
）

　

原
発
災
害
対
策
費
が

合
計
18
億
６
６
７
１
万
円
の
減

額
と
大
き
い
。
そ
の
理
由
は
。

　

事
業
の
進
み
具

合
や
除
染
面
積
の

減
少
、
時
間
経
過
に
よ
る
低
線

量
化
に
よ
る
も
の
。
ま
た
、
農

地
除
染
は
希
望
者
が
少
な
か
っ

た
た
め
。
減
額
の
お
も
な
も
の

は
次
の
と
お
り
。

（
阿
部
泰
藏
議
員
）

　

災
害
復
旧
工
事
費
２

７
５
万
円
の
中
で
、
火
の
見
や

ぐ
ら
の
移
設
に
費
用
を
か
け
て

ま
で
移
設
す
る
必
要
が
あ
る
の

か
。

　

現
在
も
消
防
団

の
出
動
や
訓
練
時

に
使
用
し
て
い
る
た
め
、
消
防

団
と
協
議
し
て
進
め
た
い
。

一
般
会
計
補
正
予
算

平成26年度一般会計
補正予算（第５号）のおもな内容

【おもな事業】
◎地方創生や地域消費喚起・生活支援� 5500万円
◎新庁舎への情報・防災設備やシステムなどの移設�4973万円
◦公共施設整備基金（貯金）への積み立て� 2000万円
◦中学校・上野台運動公園の防砂ネット修理� 437万円
◦除雪費用の不足分� 384万円
◦旧小坂消防屯所の解体と火の見やぐらの移設� 275万円
◦文化センター機能の復旧など� 1381万円
（◎は27年度に繰り越して実施する事業）
【おもな財源】
◦地方交付税� 9929万円
◦町税（町民税、固定資産税、町たばこ税など）� 5020万円
【予算に計上済みだが、27年度に繰り越しが決定した主
な事業】
◎住宅・道路の除染、仮置き場の整備など� 33億5765万円
◎森林再生への計画作成や間伐など� 9732万円
◎米の放射性物質吸収抑制対策� 2475万円

問

問問

問問

問

企
画
情
報

課
　
　
長

原
発
災
害

対
策
課
長

住
民
生
活

課
　
　
長

町
民
税
が
増
加

し
た
理
由
は

住
宅
耐
震
補
助
を

減
額
し
た
理
由
は

原
発
災
害
対
策
費
の

減
額
が
大
き
い
が

火
の
見
や
ぐ
ら
の

移
設
は
必
要
な
の
か

地
方
創
生
へ
の

取
り
組
み
内
容
は

住
宅
使
用
料
の

回
収
方
法
は

建
設
課
長

建
設
課
長

税
務
課
長

減額するおもな除染事業

仮置き場の管理 5億989万円

住宅除染 ６億8582万円

道路除染 1億962万円

公共施設除染 6700万円

農地除染 7000万円

地
方
創
生
や
消
費
喚
起
・

生
活
支
援
に
取
り
組
む

　
平
成
26
年
度
補
正
予
算
の
う
ち
、
一
般
会
計（
第
５
号
）で

は
19
億
５
１
１
５
万
円
を
減
額
し
、
予
算
総
額
１
２
２
億
２
１

６
０
万
円
と
す
る
こ
と
を
全
員
賛
成
で
可
決
し
ま
し
た
。


	くにみ議会だより_NO.164(3月議会号)_Part8
	くにみ議会だより_NO.164(3月議会号)_Part9

